
1 は じ め に

日本と欧州連合（EU）が，2017年7月に大枠合意していた経済連携協定（EPA）が2017年

12月に妥結した。農産品や工業製品などにかかる関税の撤廃・削減の取り決めを先行して発効

させることになった。双方の考えに隔たりがある投資分野は，EPAとは別の投資協定を結ぶこ

とで妥結したのである。

日EU・EPAは2019年の発効を目指している。

全貿易品目数でみると，日本はEUからの輸入にかける関税のうち，約94％を撤廃し，EU側

は約99％を撤廃する。日本は自動車メーカーなど，欧州はチーズやワインの生産者などに恩恵

が大きい。

関税だけでなく，政府調達や税関手続きの簡素化など，これまで交渉してきた27分野の大半

も先行発効させる。

日EUのEPAで最終合意の妨げとなっていたのが，投資を巡る企業と国の紛争解決手続きで

ある。日本は既存の国際組織の活用を主張しているが，EU側は仲裁にあたる裁判所の新設を求

めた。

しかし，隔たりが埋まらないため，日欧双方の利益が大きい関税分野の協定発効を優先させる
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ことになった。関税分野を先行させるのは，EU独自の批准手続きを考慮したためだ。EUでは，

加盟28ヵ国の関税を統一しており，関税の撤廃・削減に関する協定を結ぶ権限は，加盟国では

なく，EUが持っている。一方で，投資分野を含む協定は，英国を含む全28ヵ国の国内議会の

承認が必要となる。この場合は協定発効前までの手続きの長期化が避けられない。投資分野を切

り離すことで，日EUのEPAは加盟国ごとの議会承認が不要になるため，協定の早期発効が期

待できることになる。

またTPPは，2016年4月に調印された後，トランプ政権の離脱決定があった。これにより発

効の目処が立たなくなっていた。TPP発効のためには加盟12ヵ国のGDPの85％以上を占める

少なくとも6ヶ国以上の国が国内手続きを終える必要があった。その後，米国を除く11ヵ国は

基準の見直しに着手し，2017年11月に大筋合意に至った。こうして日本が主導する2つのメガ

FTAが2019年の発効を目指すことになった。本論文はこのようなメガFTAを取り巻く現状を

踏まえ，論点を整理し，日EU・EPAの意義，その役割，日本の農業への影響などについて考

察する。

2 メガFTAの現状

メガFTAは輸出企業にとって，関税削減と輸出強化の維持を図るためには重要な存在であ

る（1）。一方，海外に資産を有する企業やサービスを提供する企業にとっては，海外でビジネスを

展開するうえでよりよい環境を整備するのに役立つ。海外で事業を展開する企業に対しては，知

的財産・投資財産の保護，海外で得た利益を本国送金の自由の確保，現地の雇用について企業へ

の理不尽な要求することの制限・禁止などを定めている。海外でのサービス業の展開に関しては，

日本企業が安心して事業を展開できるルールを定めている。

人口，国内総生産（GDP），貿易，直接投資などの規模の大きいFTAの動向が注目されるこ

とになる。具体的には，TPP，日EU・EPA，RCEP，TTIP（大西洋横断貿易投資パートナー

シップ協定）などのメガFTAである。このうちTPPは2016年2月に調印された後，米国の離

脱決定により発効のめどが立たなくなっていたが，2017年5月に米国を除いたTPP11ヵ国は閣

僚会合を開き，離脱した米国の復帰を促す方策も含めて協議を続け，2017年11月に大筋合意に

至った。今後は詰めの作業に入る。これがTPP11である。

TPP，日EU・EPA，RCEP，TTIPの4つのメガFTAの規模を項目別で比較すると，人口

規模については，中国・インドを含むRCEPが世界総人口の47.6％と突出しており，次いで

TTIPが11.2％，TPPが11.0％，最も小さいのが日EU・EPAの8.6％である。経済規模（名目

GDP）で比べると，TTIPが世界のGDPの46.5％，TPPが38.2％，日EU・EPAが28.4％，そ
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して人口規模が最大だったRCEPが31.6％となっている（図表1参照）。さらに貿易規模では，

TTIPが世界貿易の44.7％，日EU・EPAが37.3％，RCEPが29.1％，TPPが26.7％であった。

外国直接投資の規模（FDI）では，TTIPが世界の海外投資合計額の37.4％，RCEPが37.3％，

TPPが35.6％，日EU・EPAが25.3％となる。以上のことからわかるように，人口規模を除い

た項目ではTTIPが最も数字が大きい。とはいえこれらは事を一面から論じているに過ぎない。

現在経済・貿易規模において劣位にあるRCEPには中国，インド，ASEANなど多くの新興国
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（注） カッコ内は世界全体に占める割合，貿易は輸出入合計額

（出所） IMFDirectionofTradeStatisticsより作成

http://data.imf.org/?sk=9D6028D4-F14A-464C-A2F2-59B2CD424B85（2017年10月アクセス）

図表1 メガFTAの人口，経済，貿易規模（2016年）

（出所） 日本貿易振興機構「ジェトロセンサー」2015年12月を参考に加筆修正

図表2 世界のメガFTAマップ



が参加しており，今後急速に発展する可能性を秘めている（世界のメガFTAマップに関しては

図表2を参照）。我が国は2002年11月に発効された日シンガポール・EPAを手始めに2016年

6月に発効された日モンゴル・EPAまで15ヵ国とEPAを結んでいる。1948年から1994年の

間に締結したFTAや関税同盟は124件であったが，1995年のWTO創設以降には400件を超

えた。2017年2月2日時点での発効済のFTAや関税同盟は432件である。FTA/EPAは1990

年以降締結数が増加している。FTA/EPAの動きが加速してきている背景としてはいくつかの

理由が挙げられる。まず米国が経済的関係の深い近隣のメキシコ，カナダと北米自由貿易協定

（NAFTA）を締結した。欧州連合（EU）も経済連携の動きを活発化させたこと，経済開放政策

によって高成長を遂げたNIEs（新興工業経済群）やASEAN（東南アジア諸国連合）を追って，

他の新興国が貿易・投資自由化，市場メカニズムの導入など経済政策を転換し，FTA・EPA戦

略を採用したこと，さらにWTOのドーハ・ラウンド交渉の不調から主要国・地域が貿易・投

資拡大を目指して積極的にFTA/EPAを結ぶようになったことである。2002年当時は，東アジ

アではシンガポールとニュージーランドのFTAの一件しか発効していなかった。2010年までに

11ヵ国とFTAを結んでいた日本は東アジアにおいてFTA締結の先頭を切っていた。しかし現

在はシンガポールが先行している。シンガポールは16ヵ国とのFTAが発行済みで，4ヵ国との

FTAが交渉中である。2016年のFTAカバー率（貿易全体に占める自由貿易協定の発効対象国

との貿易の割合）について見ると，日本が22.7％に対して韓国は67.3％，米国が39.6％，EUが

28.5％，中国が29.0％となっている。この数字から韓国は，FTAに積極的であることがわかる。

韓国は先進国とはEFTA（欧州自由貿易連合）とのFTAが2006年に発効して以来，米国，EU

とも締結しており，新興国ではインドとの FTAも締結している。韓国が短い期間で多くの

FTAを締結できたのは，FTAロードマップを策定し，積極的に交渉を進めたからである。まず

FTAの拠点となる国・地域とFTAを締結し，そのうえで巨大経済圏とFTAを目指すのが韓国

の戦略である。一方，日本は多くの場合，相手国からの提案によりFTA交渉が開始されており，

初期は明確な戦略がなかった。日本がこれまでEPAを締結してきた相手国はASEAN諸国や中

南米諸国を中心に貿易自由化に積極的な新興国が多い。貿易額の規模がそれほど大きくないため，

上述のように他の主要国と比較して日本のFTAカバー率の低さが際立っている。TPP，RCEP，

TTIP，日EU・EPAのすべてが発効すれば日本のFTAカバー率は77.0％となる（図表3参照）。

ちなみに，韓国は74.7％，米国は66.1％，EUは49.2％，中国は38.1％となる。この数字は2018

年末までFTAカバー率を70％にまで引き上げるという政府目標を達成し，世界最高水準となる。

元来日本はWTO（世界貿易機関）で多国間の枠組みを中心に自由化を推進してきた。しかし現

在世界での貿易拡大のための政策はFTAの締結推進が中心である。日本政府は2007年6月19

日に閣議決定された「基本方針 2007」において，経済成長力の強化のためにグローバル化改革
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を謳っており，政策としてEPAの締結拡大によって経済成長を促進することを意図している。

経済的関係だけでなく地理的・文化的にも結ばれるEPAの締結拡大は，グローバル化が加速し

ていく状況において，我が国の発展のためには外すことのできない重要な通商戦略となっている。

EPA締結によって日本の輸入関税が下がり，締結相手国の輸入関税も下がるので，貿易が拡

大する。日本の輸出品目に対する関税率について締結相手国別の推移を見ると，EPA発効から

時間がたつにつれて関税が引き下がっている（図表4参照）。EPA締結相手国の企業が日本から
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（出所） ジェトロ「世界貿易投資報告」図表Ⅱ�4P.45より引用

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/gtir/2016/pdf/dai1_02.pdf（2017年9月アクセス）

図表3 主要国別メガFTAカバー率
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（出所） WTORTAdetabaseより作成

https://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/region_e.htm（2017年9月アクセス）

図表4 日本が締結したEPA相手国の単純平均関税率



輸入する場合，原産地証明書が必要となる。原産地証明書とはEPAの貿易において日本からの

輸出品がEPAに基づく原産資格を満たしていることを証明する書類である。実際に過去10年

の原産地証明書の発行件数をみると増加していることがわかる。タイ，インド，インドネシア向

けのものが多い。特に，タイは2015年の全体の原産地証明書発行件数の3分の1を占めており，

2008年に日タイEPAが発効されて以来，タイはこの制度を積極的に活用していることがわかる

（図表5参照）。また，マレーシア，ベトナム向けの原産地証明書の発行件数も増加傾向にある。

このように近年，アジア諸国の原産地証明書の発行件数が増えている。これはアジア諸国で現地

生産をしている日本企業が日本から材料や部品を輸入する際の関税の負担を軽減する狙いがある

と考えられる。

EPAを結ぶのは政府であるが，実際に利用するのは企業である。企業が積極的に利用しない

と効果は現れない。日本貿易振興機構（ジェトロ）によると，EPAを利用している企業は輸出

と輸入合わせて42.4％である。企業規模別でみると，大企業が81.3％，中小企業が62.4％で大企

業のほうが利用率が高い。EPAを利用していない約6割の企業は無税品を扱うため，関税が無

税になるEPAを利用する必要がなかったり，特別特恵関税制度を用いたりしている。特別特恵

関税制度とは開発途上国の輸出所得の増大，工業化と経済発展の促進を図るため，開発途上国か

らの輸入品に対し，一般の関税率よりも低い税率（特恵税率）を適用する制度である。中小企業

の中にはFTA/EPAの制度や手続きを知らなかったり，または制度について調べる時間的余裕

がない企業が多い。同じ品目であってもEPAごとに原産地基準が異なっており，企業側に事務

的負担がかかっている。輸出のたびに原産地証明書を発行しなければならず手間と時間がかかる
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（出所） 三菱リサーチ＆コンサルティング資料より作成，2017年9月1日現在

https://www.murc.jp/thinktank/economy/analysis/research/report_161129（2017年10月アクセス）

図表5 EPA別の原産地証明書発行件数



といった問題点が多いのも現状である。

日本がこれまで締結したEPAでは主に「第三者証明制度」が採用されていた。第三者証明制

度とは，輸出者や生産者が輸出国発給当局，の指定機関に申請し，原産地証明書を取得する。そ

れを輸入者に送付し，輸入者が輸入国税関にその原産地証明書を提出することで，原産品である

ことを証明する制度である。従来は日本から産品を輸出する場合は，日本商工会議所から原産性

の判断を受けた上で輸出し，原産地証明書の発給を受ける必要があった。この為，企業は商工会

議所に原産地証明書の発給を依頼し，承認を受けるまでに数日を要する。また，基本単価が1件

2,000円に加え加算単価がありこれは1品目に500円もかかる。品目数が増えれば増えるほど費

用が高くなる。加えて，証明書は電子媒体ではなく現物となるため，企業が証明書を受け取る手

間も費用もかかっていた。さらに特定原産地証明書は1回限り有効なため，現地の税関に提出す

るとその時点で効力はなくなる。中小企業には制度に対する情報提供を強化する必要がある。

EPAごとに原産地基準が異なり事務的負担がかかるという点や，原産地証明書の発行までに時

間がかかるという点については自己申告制度や自己証明制度を採用するなどの対応が求められる。

これらは貨物の輸入者，輸出者または生産者自らが，当該貨物がEPA上の原産品である旨を明

記した申告書を自ら作成し，輸入者が輸入国税関にその原産品申告書を提出することになる。こ

うして原産品であることを証明する制度である。これは2015年1月に発効した日豪・EPAから

新しく採用された制度であり，原産地証明書と比較すると時間と手間を大幅に省くことができる

というメリットがある。EPAを利用するための企業の負担よりもメリットが大きくなるように

することが最優先事項である。

自己証明制度は生産者や輸出者，または輸入者自らが原産確認，証明書作成・申告する事がで

きるため，原産確認から証明書作成までの期間短縮・発生費用の抑制に繋がることが期待できる。

また，輸入国当局からの問合せに対応できる体制の構築が企業に求められる。自己証明制度が導

入されることで，自社の生産・輸出条件が原産地規則を満たしていないにも拘わらず原産地証明

書を自ら作成して申告するいわゆる「なりすまし企業」が現れる事も考えられる。そのため，輸

入国当局は原産性を有しているか虚偽申告がないか検認，検証を要請する割合が増えると見込ま

れる。企業側は，原産性判断書類の保管を含め，コンプライアンス対応などの社内管理体制を十

分にしておく必要がある。

第三者証明制度では，商工会議所や自国政府が企業と輸入国側税関の間に介在する事で，企業

の機密情報が他国へ漏洩するのを防ぐ役割を担っている。第三者からの公平な目で判断ができる。

しかし，自己証明制度では，輸入者が生産者・輸出者側の機密情報を求める事も考えられる。企

業はこれら重要な機密情報の扱いについて社内で対応プロセスを十分整備したうえで自己証明制

度を活用する必要がある。
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2015年時点で二国間 EPAは世界全体で 271件存在する。既述したように，多くの二国間

EPAの締結は，それぞれ関税や，ルールが異なっている。そのため，利害調整に時間がかかっ

たり，事案が複雑だったりと非効率である。これはスパゲッティボウル現象と呼ばれている。メ

ガFTA推進はこうしたスパゲッティボウル現象を抑制する効果がある。なぜなら，複数の国と

統一ルールが運用されるからである。

3 日EU・EPAと日本経済

1） 日EU・EPAの意義

日EU・EPAの人口は，6億3700万人で世界総人口の8.6％である。また，経済規模（名目

GDP）は，21兆3470億ドルと世界のGDPの約28％となる（図表6参照）。米国がTPPからの

離脱を表明した現在，米国抜きのTPP11では経済規模もかなりの縮小を余儀なくされた。日E

U・EPAはTTIPの46.5％に次いで世界で第2位の規模となる。そのTTIPもオバマ政権での

早期の合意が断念され，トランプ政権によってさらに見通しが立たない状況となっている。さら

に，貿易規模でみてみると，日EU・EPAは11兆9,011億ドルで，世界貿易の37.3％と，TTIP

の44.7％に次いで第2位となる。

周知の通り2013年に交渉が始まった日EU・EPAは2017年7月大枠合意に達し，12月に妥

結した。EUは我が国にとって，民主主義，法の支配，基本的人権といった基本的価値を共有す

る重要なグローバルパートナーであり，総人口約5.1億人，世界のGDPの約22％，我が国輸出

入総額の約11％を占め，我が国にとっての主要な貿易・投資相手である。日本の2016年の対
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（出所） 外務省「日EU経済連携協定（EPA）に関するファクトシート」をもとに作成

http://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000013819.pdf（2017年9月アクセス）

図表6 日本とEUの関係性（2016年）



EU輸出額は734億ドル（8兆円）で総額の約11％，対EU輸入額は749億ドル（8.2兆円）で

総額の12％に達する。輸出では米国，中国に次ぐ第3位，輸入では中国に次ぐ第2位である。

一方，EUからみた対日輸出シェアは3％，対日輸入は4％でともに6位である。欧州委員会は，

日EU・EPAが発効することでEUの対日輸出は約33％，日本の対EU輸出は約24％拡大する

と予測している（2）。日EU・EPAの発効によって双方での貿易が増加することが期待される。昨

今双方の貿易依存度が停滞傾向にある中，日EU・EPAの締結によってさらなる貿易の拡大が

可能となるだろう。EUは，近隣諸国や旧植民地国を中心にFTAを展開してきた。2000年代に

入り，韓国などの潜在的市場規模を有する国や貿易障壁のある国とのFTAを重視するようになっ

た。米国とはTTIP交渉を開始し，2016年10月にはカナダとのCETA（カナダEU包括的経済

貿易協定）に署名した。外国直接投資額については，日EUの直接投資額は6,534億ドル，世界

の直接投資額2兆5,824億ドルの25.3％を占めている（3）。この中でEUの投資額は5,377億ドル

で20.3％，日本は1,157億ドルで4.5％の割合である。また，日EU間の直接投資を見てみると，

日本の外国直接投資額の残高に占めるEU向けの割合は22.9％で，米国の33.3％に次いで第2位

である。このことからEUが重要な位置を占めていることがわかる。EU側からの対日の割合は

1.9％であり，対米の割合の31.7％の割合と比べると大きな差がある。さらに，EUの日本からの

直接投資受入れ残高の割合は4.3％であり，これについても対米の39.5％と比べると大きな差が

ある。日EU間の直接投資については特にEUの対日投資の分野で，まだ改善の余地が大きいこ

とがわかる。なお，EUにある金融・保険業，不動産業を除く日本企業の現地法人数は2,518社

と，海外に進出している日系企業総数の2万4,011社に対して10.3％の割合である。一方で，日

本に進出している外資系企業は3,342社で，欧州系企業は1,464社と全体の43.9％と半分近くを

占めている。日EU間の直接投資は新技術の導入などで双方に大きな利益をもたらすであろう。

日EU・EPAは関税撤廃や投資ルールの整備を通じて貿易・投資を活性化し，雇用創出，日本

企業の欧州市場進出の促進など企業の競争力強化につながるものである。日本は，日EU・EPA

を効果的に活用し，国内企業や国産品の魅力を海外に広め，海外の市場を獲得するという好循環

を作り出すことが重要である。

EPAは関税交渉が主となるFTAより広範囲の分野で協力の強化を目指す貿易協定である。

日EU・EPAのメリットとして，EU市場の開拓，国内市場における消費者のメリット，物品以

外の市場アクセスと高度なルールの確立である。工業製品も，酒類・煙草・塩などの農林水産品

もほぼすべての品目で関税が撤廃されれば，我が国からの輸出の増加が期待される。消費者には

革製品の段階的な関税撤廃によりショッピングの幅が広がり，欧州産のワイン，チーズ，チョコ

レートを低価格で楽しめるようになるというメリットがある。サービスや投資の自由化を進め，

幅広い分野のルールが整備されることによって，日EU間において自由で公平な市場が作り出さ
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れることとなる。

交渉のポイントとして，指摘されるのが物品市場アクセスについてである。日本側は，EU側

の鉱工業品等の高関税の撤廃，EU側は，農産品等の市場アクセスに関心を持っている。地理的

表示（GI）は，EU側の関心も高く，日本産品の輸出促進のチャンスである。地理的表示（GI）

とは，ある商品が加盟国の領域もしくは地方を原産地とすることを特定する表示である。その当

該商品の名称を知的財産として登録し，保護する制度が地理的表示保護制度である。農林水産省

が2017年12月15日に発表した農産品相互保護リストによれば，日本側からは神戸牛や夕張メ

ロン，下関ふく，大分かぼす，琉球もろみ酢，八丁味噌など48産品が対象となり，EUからは

パルミジャーノ・レッジャーノ（パルメザンチーズ）やカマンベール・ドゥ・ノルマンディー，

ニュルンベルガー・ブラートブルスト，セゲティ・サラーミ，モルタデッラ・ボローニャなど

71産品である（図表7参照）。

農水省は，この地理的表示保護制度の導入によって，それらの地域の生産業者の利益保護を図

ると同時に，農林水産業や関連産業の発展，需要者の利益を図ることを意図している。

また，知的財産，サービス，投資，電子商取引などの幅広い分野に関して共通ルールの確立や

規制協力の促進を通じて安定的なビジネス環境の創設を目指している（図表8参照）。今回の日

EU・EPA交渉の妥結によって，電子商取引や地理的表示（GI）など関税以外の分野でも一定の

成果が得られた。電子商取引にかかる関税の賦課を禁じるほか，税関や貿易手続きも容易になる。

サービス・投資に関しても原則自由化となり，政府調達についても，双方が市場アクセスの改善

に取り組むことになった。一方，最大の懸案である国家と投資家の紛争解決のルールは継続審議
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（出所） 農林水産省「日EU・EPA（GI分野）の最終合意の概要」より作成

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/gi_act/attach/pdf/index-53.pdf（2017年12月アクセス）

図表 7 日本とEUの農産物相互保護リスト



となった。日本側は投資で不当な扱いを受けた企業が進出先政府を訴えられる投資家対国家の紛

争処理（ISDS）を主張した。これに対し，EU側は投資専門の常設裁判所方式を主張し，折り

合いがつかなかった。この問題を棚上げし関税分野を先行させたのにはEU独自の批准手続きが

ある。EUでは加盟28ヵ国の関税を統一している（日EU・EPAの関税率に関しては図表9�1，

9�2参照）。関税の撤廃・削減に関する協定を結ぶ権限は加盟国ではなく，EUが持っているので

ある。投資分野を含む協定は英国を含む全28ヵ国の承認が必要となる。投資分野を切り離すこ

とによって日EU・EPAは加盟国ごとの議会承認が不要となり，早期の発効が期待されること

になる。また，EU加盟国と投資保護のルールも定めた。このようにルールを幅広く網羅した

EPAは少ない。日EU・EPAは世界の貿易の約4割を占めており，そのルールが世界の基準に

なる可能性もある。
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図表9 日EU・EPAで合意した関税率

9�1 輸入（EU→日本）

現行関税 合意内容

�チーズ� 29.8％

輸入枠（初年度 2万トン，16年目
3.1万トン）に限定し，関税を段階
的に削減，16年目に撤廃
（チェダー，ゴーダチーズなどは輸
入枠設けず，16年目に撤廃）

�生鮮食品�

・豚肉 低価格帯で最大482円/kg 10年目に50円/kg

・牛肉 38.5％ 16年目に9％に

・鶏肉 最大11.9％ 6年目か11年目に撤廃

（出所） 外務省「EU・EPA概要」を参考に作成

https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/000013819.pdf（2017年9月アクセス）

図表 8 日EU・EPAの効果
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・アジ

10％ 16年目に撤廃・サバ

・カタクチイワシ

・大西洋クロマグロ 3.5％ 6年目に撤廃

・太平洋クロマグロ

3.5％ 11年目に撤廃・メバチマグロ

・ギンザケ

�加工食品�

・マカロニ，スパゲティ 30円/kg

11年目に撤廃・チョコレート 10％

・塩 0.5円/kg

・トマトケチャップソースや
トマトソースなど

最大29.8％ 6年目か11年目に撤廃

�その他食品�

・天然はちみつ 25.5％ 8年目に撤廃

・オレンジ（生果）
16％（6～11月）

32％（12月～5月）
6年目か8年目に撤廃

・リンゴ（生果） 17％ 11年目に撤廃

・ブドウ
17％（3月～10月）
7.8％（11月～2月）

即時撤廃

・ワイン 15％または125円/L 即時撤廃

・茶 17％ 6年目に撤廃

�その他�

・葉巻たばこ 16％ 11年目に撤廃

・競走馬 1頭340万円 16年目に撤廃

・住宅資材（SPF製材） 4.8％ 8年目に撤廃

・衣類 最大13.4％ 即時撤廃

・革靴，革バッグ 最大30％ 11年目か16年目に撤廃

9�2 輸出（日本→EU）

現状 合意内容

�工業品�

・乗用車 10％ 8年目に撤廃

・乗用車用タイヤ 4.5％
即時撤廃

・エンジン部品 2.7％

・カラーテレビ 14％ 6年目に撤廃

�生鮮食品�

・牛肉
12.8％に100kgあたり最大約300ユー

ロ加算
即時撤廃

・ブリ（冷凍フィレ） 15％

・ミョウガや大葉 12.8％

・ホタテ貝（冷凍） 8％ 8年目に撤廃



2） 保護主義に対抗

歴史を振り返ると，1933年の大恐慌時，世界各国は保護主義に移行したことで経済回復が遅

れ，それが第2次世界大戦に至ったのは周知の通りである。その反省を生かし多国間の貿易自由

化を目指し，1948年にGATT（関税及び貿易に関する一般協定）が発効した。GATT締結国は，

貿易関連ルールの整備を実現し，1995年にGATTを発展的に改組してWTO（世界貿易機関）

が設立された。現在164ヵ国が加盟するWTOは，交渉，監視，紛争解決の機能を有しており，

世界の貿易システムの基盤となっている。2001年，WTO設立後初のラウンド交渉として「ドー

ハ開発アジェンダ（ドーハ・ラウンド）」が立ち上げられ，現在も交渉が続けられている。ドー

ハ・ラウンドは全加盟国一致を原則としていたため，先進国と新興国の対立で交渉がなかなか進

展しなかった。その後，交渉は一進一退を繰り返したが，2008年に交渉は行き詰まった。2015

年12月にケニアで開催された第10回WTO閣僚会議（MC10）で，長期間十分な成果を出せて

いないドーハ・ラウンドの代わりとなる新たなアプローチが必要であると主張する先進国と交渉

継続を主張する新興国の対立が鮮明となった。MC10では，農業の輸出競争の分野，経済開発の
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�酒類�

・日本酒 7.7ユーロ/100L
即時撤廃

・ボトルワイン 15.4ユーロ/100L

�調味料�

・トマトケチャップ 10.2％

即時撤廃
・味噌

7.7％
・醤油

・粉スープ 11.5％

�飲料�

・清涼飲料水（牛乳含まないもの） 9.6％
即時撤廃

・緑茶 3.2％

�加工食品�

・ちくわなど水産練り製品 20％

即時撤廃・梅干し 最大20.8％

・米菓 9％以上

�その他�

・生花切り花 8.5％

即時撤廃

・盆栽，鉢物 6.5％

・植木 8.3％

・製材 最大2.5％

・こけしや窓枠など木製品 最大4％

（出所） 農林水産省「日EU・EPA農林水産物の大枠合意の概要」より作成

http://www.maff.go.jp/j/press/kokusai/keizai/attach/pdf/170706-4.pdf（2017年12月アクセス）

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/renkei/fta_kanren/f_eu/attach/pdf/index-53.pdf（2017年12月アクセス）



分野で合意を得るとともに，ITA（情報技術協定）拡大交渉の妥結を目指した。ITAは，1996

年12月のシンガポールWTO閣僚会議において日米EU韓など29ヵ国で合意され，翌年発効

した。その後参加国が拡大して，2016年3月末現在，世界貿易総額の97％以上を占める82ヵ国

が協定に参加している。ITAは，半導体，コンピュータ，通信機器など世界貿易総額の約15％

の関税撤廃に貢献している。

2015年7月にはデジタル複合機やカーナビなど201品目のデジタル製品について関税を撤廃

することで合意した。米国は2016年7月に拡大した201品目のうち約60％を撤廃した。一方，

EUは約77％で即時撤廃している。日EU・EPAは日本側の輸出品目は，日本のお家芸である

乗用車・乗用車部品を筆頭に，工業製品が約7割を占める。10％の乗用車関税は協定発効から8

年目に，最大4.5％の乗用車部品は6年目に撤廃される。韓国はEUとのFTA発効ですでに自

動車・自動車部品の関税が撤廃されている。TPPでは米国が2.5％の関税を25年目に撤廃する

こととしていたので，これと比較すると大きな一歩である。日EU・EPAで，自動車などでの

日本の不利益が改善されることになる。そして現地生産コストが下がる可能性があるため，生産

に弾みがつき，アジア地域で築いたサプライチェーンを欧州地域まで広げる絶好の機会となる。

サプライチェーン網は現在国際化が進んでいる。一国内で生産過程すべてを行っていた過去と比

べ，必然的に貿易総額が増加する。そして，三角貿易から域内貿易へと変化している。サプライ

チェーンは産業の空洞化を防ぐ目的だが，効果的に活用しないと先進国である我が国が非熟練労

働の仕事を海外に依存するだけで終わる危険性がある。サプライチェーンの構築によって貿易総

額は増加するが，効率性だけを求めると問題もある。大規模な災害などで部品などの供給がストッ

プし，生産に支障をきたす事例が散見される。日系企業が生産の効率性を図る一方において投資

先のインフラの強化や国際協力のネットワークの構築が重要となる。

日本側の輸入品目に関しては，工業製品が約4割を占める。また医薬品や欧州産チーズやワイ

ンなど食料品の割合も非常に高い。チーズに関しては現在の29.8％の関税を段階的に下げ16年

目に撤廃する。TPPでは現行の関税が維持されている。ワインの関税は即時撤廃する。TPPで

は8年目に撤廃となっている。現在関税38.5％の牛肉はTPPと同じく 16年目に9％に引き下げ

られる。TPPでは無関税枠を新設したコメに関しては，日EU・EPAでは除外された。工業製

品に関して，日本からEUに輸出する工業製品のうち無関税品の割合は，EPA発効時に32％か

ら82％にまで上昇する。一方，EUから輸入する工業製品に関しては無関税品の割合は77％か

ら96％にまで上昇し，最終的にどちらも関税撤廃率100％となる。2017年1月に発足した米ト

ランプ政権が「米国第一主義」を掲げてTPPを離脱し，2016年6月には英国のEU離脱が決定

するなど，これまで世界経済のグローバル化を牽引してきた米英二大勢力が保護貿易主義に傾い

ている。保護主義の動きが世界で加速する中で，英国の離脱を控えるEUは遠心力に歯止めをか
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け，日EU・EPAにより自由貿易推進のリーダーとしての存在感を示したいところである。単

一市場として世界最大級の規模を誇るEUと，経済規模世界第3位の日本がEPAを締結するこ

とで，保護貿易主義の台頭を抑え，自由貿易への逆風を弱める効果が期待できる。

日EU・EPAが発効すると，世界のGDPの約3割，世界貿易の約4割を占めるメガFTAと

なる。メガFTAには他にTPP，RCEP，TTIPの3つなどがあるが，トランプ政権の誕生で

TPP（12ヵ国）とTTIPが頓挫している。既述したように米国がTPP離脱を表明した現在，

TPPは米国を除く11ヵ国での話し合いが進められ，2017年11月に大筋合意がなされた。TPP

のGDPは28.05兆ドルで世界の約4割であり，その中でも米国のGDPは約18兆ドルで約6割

を占めていた。米国が加わったTPPが発効できていれば，2020年にはGDPは24％増加，日本

のGDPも7％増加し，日本経済に大きな恩恵をもたらすことが期待されていた。日本主導の

TPP11で枠組みの維持を目指さなければならない。現状ではトランプ政権下での米国のTPP復

帰は容易ではない。

またRCEPについても中国，インドが貿易自由化に慎重な中で，日本がASEAN諸国を支援

しながら交渉を主導すべきである。日EU・EPAが発効すれば初のメガFTAとなる。GDPは

長期的にみるとEU側で0.76％，日本側で0.29％の押し上げが期待される。図表10はメガFTA

締結によってもたらされる新たな成長経路への移行を示している。日EU・EPAによって対日

関税が年10億ユーロ削減されることから，加工食品や化学品，電気機械の輸出が大きく伸びる

と予想されている。

3） 英国のEU離脱

2016年6月23日，国民投票（離脱51.9％，残留48.1％）によって英国のEU離脱が決定され
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※茂木経済再生相が12月21日記者会見で発表

図表 10 日EU・EPA，TPP11によるGDP押し上げ効果

GDP

EU EPA TPP11

GDP

EU EPA 1 5.2

TTP11 1.5 7.8

2.5 13

0.7% 46 0.5% 29.2

EU EPA TPP11



た。10月2日の保守党大会のメイ首相演説でEU条約第50条に基づく離脱通知は2017年3月

末までに行うこと，2017年2月の最高裁でEU条約第50条の発動には議会の承認が必要とされ

た。2017年1月のメイ首相の演説で，EU単一市場からの離脱，EUとの大胆で野心的なFTA

の追求，関税同盟からの離脱など12の優先事項①交渉の確実性確保，②英国法の独立，③地域

連携の強化，④往来自由の維持，⑤移民流入管理，⑥市民の権利保障，⑦労働者の利益の保護，

⑧欧州市場との自由貿易，⑨EU域外国との新たな貿易協定，⑩科学や技術革新にとっての最適

地，⑪対テロ・犯罪でのEUとの連携，⑫円滑で秩序だったEU離脱を公表した（4）。英政府は離

脱通知を2017年3月に実施した。権利と義務の均衡，物，サービス，資本，人の4つの移動の

自由の不可分を強調し，EUとの結束を重視する立場を維持した。しかし，新たな英EU枠組み

の方向性，移行期間の措置の扱いは依然として不透明である。英政府の目標は，離脱通告後，離

脱までの2年以内に離脱協定交渉，移行措置交渉，新協定交渉の3つを妥結することが必要であ

るが，EU内では2年以内での交渉妥結は非現実的であるとの見方が出ている。日本政府は英国

及びEUに対し，良好なビジネス環境の維持を求め，EU離脱で世界経済が混乱しないように英

国及びEUと協力する意思を表明している。日系企業は，英国及びEU双方に対して，現行の関

税率や通関手続き等の維持や原産地規則の累積規定の導入を要望している。英国に対しては，関

税や税関手続き等の負担のない物品貿易維持や投資促進策の実施及び英国研究開発予算へのアク

セスを要望している。また日系企業はEUに対して，単一免許制度にかかる経過措置の導入を切

望している。

今後，我が国としては，正確な情報の収集に努め，そしてEU域内関係国との連携を強化し，

域外有力国との関係を促進し，英国進出日本企業に悪影響が出ないようにすることが重要である。

4）「TPP11」大筋合意

日本とオーストラリア主導で米国抜きのTPP11の実現に向けた協議が2017年5月に始まり，

11月に大筋合意した。新協定は，TPPの高水準の貿易・投資の自由化をほとんど引き継ぐ内容

である。米国が抜けたTPP11は世界のGDPの約14％，世界の輸出の約15％，世界の人口の約

6％となった。日本政府は従来のTPPでGDPが2.6％（13.6兆円）底上げされると試算してい

た。米国が抜けたTPP11の経済効果はGDPで約1.5％（7.8兆円）増加し，雇用で0.7％（46万

人）増加すると試算している（5）。しかし，TPP11により市場は拡大するものの，参加国の総

GDPは日本の約2倍の1,200兆円規模にとどまる。実際にTPP11が発効すれば，TPP12ほどで

はないが自由化が大きく進むことに変わりはない。例えば，輸出に関しては，日本の乗用車の場

合，カナダに輸出する際の6.1％の関税が5年目に撤廃され，またベトナムに輸出する際の最大

70％の関税が発効から13年目ですべて撤廃される。一方，輸入に関しては，オーストラリア産
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の牛肉にかかる27.2～38.5％の関税を最終的には9％に，カナダ産の豚肉も現在1kg当たり482

円から50円に大幅に引き下げられることになる。しかし，農産物も含め，20項目が米国がTPP

に戻るまで実施されない「凍結」扱いとなった（6）。TPP11が大筋合意したことでTPPを離脱し

た米国は少なくない損失を被ると思われる。TPPは貿易・投資の自由化とともに，電子商取引

や国有企業をはじめとした他のFTAにはない20分野を含む包括的なFTAである。しかし，多

くの分野の利益を米国は獲得できない。TPP11が形成されれば，加盟国は加盟国間での貿易・

投資が拡大することが予想される。その結果，米国との貿易を縮小させざるを得なくなり，米国

の国民所得は減少することになる。さらに，韓国，フィリピン，インドネシア，タイ，台湾の6

ヵ国も加盟へ関心を示しており，加盟すれば「TPP16」となる。米国は日本との二国間FTAを

希望しているが，二国間協定は多国間と比べ貿易拡大効果が小さく，また日本側にすると農業に

関して強い反対があるので実現は厳しい。TPP11は，基本的にTPP12を引き継ぐため，包括的

なFTAとなり，加盟国の経済成長に寄与する。また，TPP11は今後のメガFTAの模範となる

ことが予想され，各国が保護主義的な思考を強める中で，TPP11の実現で保護主義的な動きを

抑制しなければならない。TPP11は質の高い21世紀型の貿易ルールを構築するメガFTAだけ

に参加国全てに利益をもたらすことができる。

離脱する米国にとって経済的に大きな損失をもたらすことになる（7）（図表11参照）。日本が主

導となってTPP11を発効させ，米国を引き戻す努力をすべきであろう。日本が中心となって参

加に関心を示している国を勧誘しTPP16を形成することも重要である。これによって加盟国の

経済的利益を拡大させるだけでなく，米国に対してTPP復帰を促す効果も期待できる。

TPP11の発効にはカナダが鍵となる（8）。カナダはTPP11には当初反対の姿勢を示していた。

しかし，国内の成長押し上げ効果を考え方針を転換した。カナダは米国，メキシコと結ぶ

NAFTA（北米自由貿易協定）を締結しているが，トランプ政権の要請で再交渉を続けている。

NAFTAの再交渉で米国主導になることを避けるためにも，TPP11の発効は重要となる。日本

とカナダはいまだEPAを結んでおらず，TPP11が発効すれば初めて無関税貿易が可能となる。

米国が抜けたTPP11は，経済規模が最大の日本が主導しなければならない。TPP11の我が国と

の関連の主な合意内容は図表12の通りである。トランプ政権は二国間FTA重視し，一方で中

国は「一帯一路」構想を推し進めている。大国間の対立は保護主義的な傾向を助長しやすい。我

が国は日欧 EPA，TPP11をテコに自由貿易の砦となることが求められている。世界が保護主義

的な行動に走れば，国際経済は縮小均衡へ向かってしまう。先進国と新興国の対立からWTO

の調整機能が低下している今日，日本主導でこれからも自由貿易への取り組みを進めていかなけ

ればならない。
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4 日EU・EPAの役割

日EU・EPAが妥結したことで，日本からEUへの輸出品の99％の関税がなくなり，企業や

消費者の生活に影響を及ぼす。特に日本車の輸出には追い風となる。EUの自動車関税は10％で，
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図表11 アジア太平洋におけるFTAの国民所得への効果

2030年国民所得

（10億ドル）

日本 米国 TPP11加盟国 世界

4924 25754 15257 133801

TPP（米国含む） 125（2.5） 131（0.5） 333（2.2） 492（0.4）

TPP11 46（0.6） －2（0.0） 157（1.0） 147（0.1）

TPP16 98（2.0） －6（0.0） 280（1.8） 449（0.3）

日米FTA 60（1.2） 52（0.2） 58（0.4） 120（0.1）

RCEP 56（1.1） 1（0.0） 75（0.5） 286（0.2）

TPP11+RCEP 93（1.9） －2（0.0） 214（1.4） 408（0.3）

（注） カッコ内は変化率％

TPP16＝TPP11＋インドネシア，韓国，フィリピン，台湾，タイ

（出所） PETERSONINSTITUTEFORINTERNATIONALECONOMICSWORKINGPAPER,PeterA.Petri,Michael

G.Plummer,ShujiroUrata,andFanZhai・GoingItAloneintheAsia-Pacific:RegionalTradeAgreements

WithouttheUnitedStates・October2017table2より抜粋して作成 https://piie.com/system/files/documents/

wp17-10.pdf（2017年11月アクセス）

図表12 TPP11の主な合意内容

輸入関税

・コメ 豪州産には6,000トン，13年目には8,400トンの輸入枠

・牛肉 16年かけ関税撤廃（38.5％→9％）

・豚肉
10年かけ関税下げ
・高い肉 4.3％→0％ ・安い肉（1kg） 482円→50円

・チーズ 豪州・NZ産に各150トンの輸入枠（プロセスチーズ）

輸出関税

・自動車
カ ナ ダ 6.1％→5年目に0％
ベトナム 70％→10年目に0％

・タオル カ ナ ダ 17％→即時0％

ルール

・電子商取引 データの流通制限を禁止

・サービス貿易 ビザ発給の時間短く

（出所） 農林水産省「環太平洋パートナーシップ協定に関する説明会 概要」

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/tpp/pdf/tpp_1.pdf（2017年11月アクセス）

日本貿易振興機構（ジェトロ）「電子商取引に関する貿易ルール構築」

https://www.jetro.go.jp/biz/sensor/special/2017/10/81ba19928687163e.html 等より作成

（2017年11月アクセス）



既に関税が撤廃されている韓国と比べて不利な状態である。10％の関税の影響を避けるため自動

車メーカーがEUに製造拠点を開設し，国内から工場が流出する「空洞化」の要因ともなった。

世界での需要が高い日本製の自動車・自動車部品への関税の撤廃，そして輸出拡大と製造業の国

内回帰につながるかが焦点である。日EU・EPAによって，自動車にかかる10％の関税を7年

で撤廃することが決まった。ちなみに2016年に日本からEUへ輸出された自動車は61万台に上

り輸出台数全体の13％を占める。輸出でみると41％を占める北米に次ぐ重要な市場となってい

る。トヨタ自動車は16年度，欧州で約91万台を販売したが，日本からの輸出分は約26万台と3

割弱にすぎず，残りは主に現地生産だった。関税が撤廃されると，例えば500万円の高級車を

450万円程度に安くすることも可能となるため，トヨタ幹部は「関税がなくなる影響は大きい」

と話す一方で，日産自動車のカルロス・ゴーン氏は「関税が撤廃されてもEUへの車の輸出入に

影響はない」と指摘している（9）。日産自動車は16年の輸出56万台のうち9万台が欧州向けだっ

たが，次期モデルから英国の工場に移す予定である。上述のように日本より先にEUとFTAを

結んだ韓国の乗用車への関税はすでにゼロである。日EU・EPAで日本の自動車メーカーは韓

国の自動車メーカーとやっと対等の立場に立つことができる。

また，国内の小売店などでは欧州産ワイン，欧州産チーズが安くなる。ブランド力のある欧州

産ワインやチーズが安く買えるようになれば，消費者が手軽に手に入れる機会が増え，消費者利

益が拡大する（日本のEUからの輸入額の推移については図表13参照）。過去にはチリ産ワイン
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（出所） 財務省貿易統計より作成

www.customs.go.jp/toukei/suii/html/time.htm（2017年9月アクセス）

図表 13 日本のEUからの輸入額推移



がチリとのEPA発効を機にこの10年で輸入量が5倍に伸び，15年には長年首位に立っていた

フランス産を抜き初めて首位になった経緯がある（10）。欧州産ワインは発効と同時に現行の15％

の関税またはリットルあたり125円が即時撤廃される予定である。これによって，欧州産ワイン

の人気が一気に高まる可能性もある。

欧州産チーズはカマンベールチーズなどソフトチーズに低関税輸入枠を設ける。チーズは

EPA発効から16年目には関税がゼロになる。欧州の農家は「関税が下がり，手続きが簡単にな

れば，日本にも積極的に輸出していきたい」と期待する（11）。一方，日本の農家は不安に駆られて

いる。輸出により活路を見いだせるような農家は一部であり，多くが国内のみを市場としている

からである。政府としては農業の対策作りを急ぎ，輸入品と対抗できる国際競争力のある農家を

育成していく必要があるだろう（日本からEUへの輸出額の推移に関しては図表14参照）。

日EU・EPAでは自動車分野と欧州産チーズとワインの輸入枠など市場アクセス拡大につい

て注目されたが，非関税分野でも大きな成果が期待される。例えば，「貿易の技術的障害（TBT）」

である。TBT分野は，各国・地域の規制・規格のうち工業品，農産品を含む全ての産品を対象

とするルールである。ある問題に対して最適な秩序を得ることを目的として，共通かつ繰り返し

て行うことを「標準化」という。この「標準化」を行った結果，生まれた取り決めを文章化した

ものを「規格」という。「規格」には，順守が義務付けられている「強制規格」，順守が義務付け
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（出所） 財務省貿易統計より作成

www.customs.go.jp/toukei/suii/html/time.htm（2017年9月アクセス）

図表14 日本からEUへの輸出額推移



られていない「任意規格」がある。TBT分野はこれら2つの規格に加え，これら規格への適合

を第三者機関が証明する「適合性評価手続き」をカバーする。TBT分野のルールは国際標準化

に関する基本ルールとして定着している。近年はFTAでもTBTに関するルールを規定する場

合が多い。2015年から2017年上半期に発効したFTAの各協定文では22件中20件にTBTに

関する章が含まれる。TBT分野以外にも，EU側が公表した案には，先進的なFTAルールを含

む内容を確認できる（12）。例えば，「補助金」の分野では，禁止される補助金の類型をWTOルー

ルよりも拡張している。WTOの補助金協定では輸出補助金および国産品優先使用補助金の2つ

の類型を禁止補助金と規定するが，日EU・EPAでは，金額，期間の制限なく企業の債務を保

証する補助金，経営破綻した企業に対する補助金で，受領企業による企業再建計画の提出なしに

付与される補助金，のいずれかで貿易・投資に著しい悪影響を及ぼすものを禁止した（13）。この内

容は，EU韓国・FTAに含まれる禁止補助金の規定とほぼ同一の内容である。補助金は特定の2

国間のみに影響するものではないため，FTAでは補助金に関する規定は少ない。本来，補助金

に関する国際ルールはWTOにおいて多国間で形成されることが望ましい。

これまで世界の貿易ルールの形成をリードしてきた日本と最大級の単一市場のEU間で合意さ

れた補助金に関するルールは，他のFTAにも波及していく可能性がある。

5 日EU・EPAにおける農業

日EU・EPAが発効すれば，農林水産物約2700品目のうち，8割を超える農産物の関税をな

くすことができる。前述したようにEU側が最終的に関税を撤廃する品目数は全体で99％，日

本側は97％に達するという。これはTPPの95％を上回る。日本は食料品の大半を輸入に頼っ

ているため，日EU・EPAが発効することで輸入農林水産物の値下げが期待される（図表15参

照）。一方，EUからの輸入農産品と競合する農家などは厳しい競争にさらされる。酪農家もそ

の一つである。

今回のEPAで特に注目をされているのが，世界的に人気がある欧州産チーズとワインの関税

撤廃である。

欧州は産地ごとに個性のあるチーズ作りをしており，ブランド力で国産を大きく上回っている。

品ぞろえも豊富で，EUから日本への輸出が増加するのは確実である。チーズの関税は16年目

に撤廃される。政府も競争力強化を目的とした補助金を拡充し2015年度・2016年度に各3,000

億円の国内対策を実施した。さらに2017年度補正予算で日EU・EPAおよびTPP対策として

3,000億円規模の対策費を計上している。これには畜産農家・酪農家を対象に，飼育経費が回収

できず損失が生じた場合に赤字の一部を補填する制度も盛り込む予定である。また，搾乳機や飼
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育施設など生産性を向上させる設備投資への補助制度も拡大する予定である。

2016年の総務省統計によると，日本の総人口は1億2675万5千人で，そのうち65歳以上は

3,484万人で総人口の約27.4％を占める。農林水産省によると，農業就業人口のうち65歳以上が

占める割合は1986年当時28.9％だったものが，2016年には65.2％にまで上昇し，高齢化が進ん

でいる。また，農業就業人口のうち基幹的農業従事者数（普段の仕事が主に農業）は，1986年

には377万人だったものが2016年には158万人にまで減少している。

2017年7月，日本経済調査協議会は食糧産業調査研究委員会がまとめた提言「日本農業の20

年後を問う」を公表した（14）。これによると，日本の農家数は20年前の1986年は437万戸だった

ものが2015年には145万戸にまで減少している。このような現状を打開するには新規の農業者

の自由度を高め農地を広げることが重要である。また，耕作地が細切れになっていると生産効率

は上がらないので，地域ごとに一体化し耕作地を統合する仕組みが必要となる。

日本の農業の発展には海外での販売戦略も重要となる。高齢化が進んでいる日本の農業従事者

にとって海外でのマーケティングは得意ではない。農業関係者に限らず日本人は外国人と英語で

円滑なコミュニケーションをとることを苦手としている。我が国の農業の特性である安心・安全・

高品質は国際的に高い評価を得ていが，海外市場でのアピールが十分でない。安心・安全・高品

質の比較優位にさらに磨きをかけると同時に，官民での輸出戦略の確立が不可欠である。日本政

府は2019年に農産物輸出額1兆円の目標を掲げているが，2017年の輸出額は約8,000億円で目

標の達成は困難な状況である。輸出の伸びが頭打ちになっている理由の１つが農業や食品産業の
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（出所） 電子版 日本経済新聞「日欧ＥＰＡ，得か損か 影響する銘柄を点検」をもとに作成

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO19149660S7A720C1K14800/（2017年10月アクセス）

図表15 日EU・EPAで生活はこう変わる（カッコ内は現行関税）



現場で輸出体制の整備が進んでいないからである。例えば衛生に関する国際基準に「危険度分析

による衛生管理（HACCP）」がある。米国や欧州連合などは多くの食品で同基準を輸入の条件

にしている。しかしながら，HACCPを導入している日本の食品メーカーは約3割に留まってお

り，特に中小企業での導入の遅れが際立っている。食の安全を求める世界の消費者ニーズへの対

応も遅れている。欧米の大手流通業者は農産品の国際認証「グローバルGAP」を要求している

が，世界では約18万の農業者が取得しているのに対して日本では約400件に留まっている（15）。

世界の流通王手はグローバルGAPを取得していない農家からは調達しない傾向が強まっている。

どれだけ良い農産物を作っても競争の舞台にすら立てない恐れがあるのである。ちなみに韓国や

台湾では早くから輸出拡大を目指し食品メーカーにHACCPの取得を義務付けてきた。このよ

うな体制作りとともに地域の強み・特色を生かし，産地ブランドの確立などによって守りから攻

めの農業に転換し，輸出産業へと育成していくことが重要である。

少子高齢化や人口減少によって，日本の市場はこれから確実に縮小する。一方，グローバル化

はますます進展し進化するであろう。これらの条件下で日本の農業が発展していくためには，国

内市場ではなく，海外進出を考えなければならない。それには関税なき貿易が必要なのである。

和食がユネスコ無形文化遺産になってから約3年半。日EU・EPAは世界に日本の農と食を

アピールする大きな機会である。EPAの発効は欧州からの輸入品との厳しい競争が始まる反面，

輸出拡大の好機となる。日本は2016年で年間約7,500億円（2017年は速報値で約8,000億円）

の農林水産物・食品を輸出しているが，約70％がアジア諸国向けで欧州向けは距離が遠いこと

などから423億円と全体の約6％にとどまっている（16）。しかし，5年間で1.7倍に増えており，
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（注） 2017年の値は速報値

（出所） 農林水産省「2016年農林水産物・食品の輸出実績」より作成

http://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/e_info/attach/pdf/zisseki-54.pdf

図表16 輸出が拡大しているりんご・牛肉・緑茶
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和食の人気が高まりつつある。政府の2019年の輸出目標は1兆円であるが，今後さらなる農産

品の輸出強化に取り組むことが重要である。輸出拡大のネックの一つが前述した国際認証を取得

した生産者が少なく，輸出先が限られている点が指摘される。

EU向けの最大の輸出品目はホタテ（年間輸出額35億円）で，EPAが発効すると8％の関税

が8年目に撤廃される。また，日本酒（同11億円）は100リットルあたり7.7ユーロ（約1,000

円）の関税が即時撤廃される。近年，りんごや和牛，緑茶などの輸出が伸びている（図表16参

照）。

緑茶は3.2％が，醤油と味噌はそれぞれ7.7％が，いずれも即時撤廃される。醤油，味噌など

「和」を代表とする品目は日本政府が関税の即時撤廃を強く求めてきたのは周知の通りである。

既述したように，我が国は関税によって国産品を保護している。それは我が国が海外と比べると

国土が狭く山地が多いといった農業にとって不利な条件があるからである。これはAI（人工知

能）やICT（情報通信技術）の導入によって生産性を高めることで克服しなければならない。

例えば，牛の体調，発情次期，分娩など，ICTを用いて観察することで生産者の負担を減らす

試みや土壌成分や日照・気温の変化等のデータを分析し栽培管理を徹底するなどである。

6 お わ り に

以上，これまでメガFTAの現状について論じ，日EU・EPAの意義と役割，日本の農業への

影響などについて考察した。日EU・EPAやTPP，RCEPなどのメガFTAの締結はわが国通

商戦略の柱であることを明らかにした。

今後の我が国の通商戦略について見ると，メガFTA交渉に向けて農業など第1次産業の競争

力の強化の問題が最重要事項である。TPPやRCEPでは，日本の重要分野である農業，特にコ

メの関税撤廃について政府側と農家側で意見が対立していた。より安価な農産物の国内流入が国

内の農業分野にダメージを与えることが懸念されているからである。2017年12月に妥結した日

EU・EPAでも農産物の交渉が焦点となったが，問題のコメは欧州の関心が低いため除外された。

また，メガFTAの締結で国内産業に産業調整コストの発生や失業などをもたらす可能性もある。

しかし中・長期的にみるとFTA/EPA，メガFTAへの参加は，国内の資源を効率的に利用す

ることを促すことになる。その結果，短期的損失を上回る経済的利益が生み出される可能性があ

る。メガFTAの締結による失業の発生，産業構造の転換による事業所の閉鎖などに対しては，

それぞれに対応した政策を実行することが要請される。

具体的には，欧州産の安価な農産物の国内市場流入に対応するための補助金の創設やセーフティー

ネットの構築である。補助金については日EU・EPAで競争が激しくなる豚畜産農家や，乳製

日EU・EPAと日本の通商戦略24



品を作る酪農家が対象となる。このような政策を実施することで競合産業従事者の不安を解消す

ることが求められている。

日EU・EPAが妥結したが，既述したように日本のFTAカバー率は世界的にみてもまだ低い

水準である。米国が離脱したTPP11も中・印・ASEANを含むアジア諸国中心のRCEPも日本

は主導的に交渉を進めなければならない（図表17参照）。ちなみに日本の商品の総輸出入額は約

136兆円である。そのうちのTPP11（14％），米国（16％），中・韓・タイ（32％），EU（12％）

となっており，アジア地域との貿易のシェアが大きいことがわかる。日本は現在15のEPAを

締結しているが，日本の輸出競合相手国である韓国なども積極的なFTA戦略を展開しており，

現在のFTAカバー率においては日本より優位な立場にある。日本が優位に立つには，輸出競合

相手国よりも少しでも早く関税が撤廃される状況を作り出すことが必要である。我が国の場合，

鉱工業品はほぼすべての品目で関税を撤廃しているが，農林水産物の例外品目が自由化率を低く

している。日本は自由化レベルの高いEPAを目指している。「実質的にすべての貿易上の障害

を撤廃すること」が FTAを形成する究極の要件である。輸入額ベースでみると日本の

FTA/EPAの自由化率はメキシコとのFTAを除き90％を超えている。相手国の自由化率と比

較すると，ベトナム，ブルネイとのEPAを除き相手国よりも低くなっている。関税分類品目ベー

スでみると，日本の自由化率はさらに低くなる。その理由としては，農林水産物を中心に関税撤

廃に応じてない品目が多くなっているからである。関税の割合を品目別に分けると，特に酪農品

の関税が高い。農業においても，守りから輸出の拡大による攻めへの転換が求められている。日

本は海外と比べ国土が狭く，山地が多いといった農業を行う上で不利な条件がそろっている。だ

からこそ高い関税をかけ農業を保護してきたのである。今後締結するEPAでは，高い自由化率
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（出所） 筆者作成

図表17 TPP11日欧・EPA 2019年発効を目指して



と同時に関税の削減・撤廃のペースも重要となる。

少子高齢化が進行し人口が減少していく今日，短期的損失を上回る長期的な経済発展や経済成

長の利益を追求していくためには並大抵の努力ではできない。岩盤規制の撤廃や通商戦略の見直

しなどによって，経済や社会を底上げする明確なロードマップの構築が要請されているのである。

特にアジアに位置する日本においては，アジアのダイナミズムを巧みに取り込み，経済成長に

つなげる決断と工夫，そして実行が求められているのである。我が国には米国が離脱したTPP1

1，RCEPをFTAAPにつなげる架け橋になることが期待されている。近年，英国のEU離脱や

米国トランプ政権のTPP離脱で各国が保護主義的な志向を鮮明にしている。我が国はTPP11，

日EU・EPAなどのメガFTAを中心とする自由貿易協定の必要性を粘り強く訴え続けなければ

ならない。近年，知的財産権の問題がWTOルールで対応しきれないことなど，WTOの調整機

能の低下で保護主義の台頭が顕著となっている。日本主導の日EU・EPAやTPP11は2019年

の発効を目指している。米国はいずれ日米2国間のFTA/EPAを視野に日本にさらなる市場開

放を求めてくる可能性がある。この場合，日EU・EPAやTPP11を基準として対米交渉を進め

る必要がある。米国には自由貿易の意義，重要性を説き続け，米国にメガFTAへの参加を促す

べきである。保護貿易はどこの国にも恵みをもたらさない。自由貿易は今や国際経済社会にとっ

て欠くことができない重要な公共財である。重要なのはFTA/EPAの締結の数ではない。でき

るだけ例外をなくし，多くの分野を含む質の高い21世紀型の自由貿易体制の構築が求められる。

我が国には日EU・EPA，TPP11をテコにし，自由貿易を守り抜く不退転の決意と実行力，

そして調整力が求められているのである。
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TheEU-JapanEPAandJapan・sTradeStrategy

ShinnosukeYasuda

Abstract

InDecember2017,JapanandtheEuropeanUnion（EU）concludedanEconomicPart-

nershipAgreement（EPA）afterreachingabroadagreementinJulythatyear.Thetwo

jurisdictionswillfirstgoaheadwiththeiragreed-uponplantoeliminateorreducetariffs

onagriculturalandindustrialproducts.Thetwosideshavetonegotiateaseparatedeal

regardinginvestments,overwhichtheystilldiffer.

JapanandtheEUareseekingtoimplementtheEPAin2019.

Intermsofthenumberofitems,Japanwilleliminateapproximately94％ oftariffson

importsfromtheEU,whereastheEUwilleliminateabout99％ ofthem.Thebenefitswill

besubstantialforautomakersinJapan,andcheesemakersandwinemakersinEurope.

Asidefromtariffs,thetwosideswillalsoimplementagreementsregardingmostofthe

27areasoverwhichtheyhavehaddiscussions.

TheobstacletothefinalagreementbetweenJapanandtheEUwasthetwojurisdic-

tions・distinctapproachesfordealingwithdisputesthatmayarisebetweentheprivate

sectorandthegovernmentsregardinginvestments.Japaninsistedonmakinguseofexist-

inginternationalorganizations,whiletheEUdemandedtheestablishmentofanewarbi-

trationcourt.

Unabletoresolvethesedifferences,thetwosidesagreedtoprioritizeimplementingthe

hugelybeneficialagreementontariffs.Thisareawasgivenpriorityinconsiderationofthe

ratificationprocedurefortheEU.TariffsareuniformacrosstheEU・s28membercountries,

andtherighttoconcludeagreementsrelatedtotheeliminationorreductionoftariffslies

intheEU,notitsindividualmembers.Ontheotherhand,anyagreementsinvolvinginvest-

mentsrequireparliamentaryapprovalofthe28membercountries,includingtheU.K.For

thisreason,theimplementationoftheagreementmustgothroughaprolongedprocess.

However,theEPAwouldnolongerrequireparliamentaryapprovalofindividualmember

countriesiftheprovisionregardinginvestmentsisseparatedfrom theoveralldeal.It

wouldallowthetwojurisdictionstoimplementtheEPAearlier.

TheU.S.withdrewfromtheTrans-PacificPartnership（TPP）afterthepactwassigned

inApril2016,throwingindoubttheactualimplementationoftheaccord.Itwasbecause

theimplementationoftheTPPrequiredthecompletionofthedomesticratificationproce-

dureinatleastsixcountriesthataccountfor85％ormoreofthecombinedgrossdomestic

productofthe12participatingnations.
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Subsequently,the11remainingcountriescontinueddeliberationstorevisethecontent

ofthedealandreachedabroadagreementinNovember2017.Thus,Japanhasendedup

leadinganefforttoimplementthesetwohugefreetradeagreements（FTAs）by2019.This

paperwilltakeintoaccounttheseandotherdevelopmentssurroundingthemegaFTAs;

enumeratethepointsatissue;anddiscussthesignificanceoftheEPAbetweentheEUand

Japan,itsrole,anditseffectonJapaneseagriculture.




